
平成３１年１月２８日 

四 国 電 力 株 式 会 社 

 

 

「クレーン付きトラック転倒」時の通報連絡遅れに対する社内処分と改善策について 

 

 

当社は、１月１８日に発生した伊方発電所敷地内におけるクレーン付きトラック転倒に

係る通報連絡遅れに関し、愛媛県および伊方町から厳重注意を受けました。 

 

今回の事案は、地域の皆さまの信頼を損ないかねないものであり、誠に申し訳なく、深

くお詫び申し上げます。 

 

当社は、今回の事案を受け、社内処分ならびに通報連絡遅れの原因と具体的な改善策に

ついて取りまとめ、本日、愛媛県および伊方町に別紙のとおり報告いたしました。 

 

当社といたしましては、伊方発電所は、地域の皆さまの信頼の上に成り立っていること

を改めて肝に銘じ、正常状態以外のすべての事象を直ちに連絡するという、いわゆる「え

ひめ方式」の原点に立ち返って、再発防止に万全を期してまいります。 

 

 

【別紙】「クレーン付きトラック転倒」時の通報連絡の遅れに対するご報告 

    （愛媛県・伊方町への報告資料） 

 

以 上 



 平 成 31 年  1 月  28 日 

四 国電力株式会社 

 

 

「クレーン付きトラック転倒」時の通報連絡の遅れに対するご報告 

 

 

 先般の「クレーン付きトラック転倒」時の通報連絡の遅れに関しまして、愛媛県および伊

方町はもとより、地域の皆さまにご心配、ご迷惑をおかけすることとなり、誠に申し訳なく、

改めてお詫び申し上げます。 

当社としましては、今回の事案を踏まえ、「えひめ方式」の原点に立ち返り、二度とこの

ような事案を起こさないとの固い決意のもと、愛媛県・伊方町をはじめ地域の皆さまのご理

解とご信頼が得られるよう、伊方発電所の運営に全力で取り組んでまいります。 

 

 

１ 今回の事案を踏まえての処分・対応 

 

今回の事案を踏まえ、組織として規律を正す観点から、以下の処分・対応を行いまし 

た。 

 

・千葉会長、佐伯社長、玉川原子力本部長、山田原子力本部副本部長の２月分の役員 

報酬を一部自主返上いたします。 

   ・また、伊方発電所の所長はじめ所長代理、通報連絡統括監など部長職、および原 

子力本部の部長職に対し、今月２５日付で、社長より文書による戒告を行うとと 

もに、原子力本部の特別管理職全員に、玉川原子力本部長より文書による厳重注 

意を行いました。 

   ・さらに今月２３日に山田副本部長、２５日に社長が伊方発電所に出向き、通報連絡 

の重要性・意義について再確認するとともに、通報連絡の迅速かつ的確な実施につ 

いて徹底を図る旨、訓示を行いました。 

 

  当社としましては、今回の処分・対応を通じ、改めて組織全体の襟を正し、規律の立

て直しを図ることで、伊方発電所の事業運営の生命線である「えひめ方式」を遵守して

参る所存であります。  

  

 

 

 

 

別紙 



２ 通報連絡遅れを踏まえた改善策 

 

今回の事案を踏まえ、迅速かつ的確な通報連絡に向け、以下の改善策を講じます。 

 

 （１）通報連絡遅れの原因 

 

     今回の事案では、 

・所員による速やかな現場確認が遅れ、伝言による情報伝達が中心となり、現 

       場の的確な状況把握ができなかったこと、 

・作業員の安全、発電所設備に問題がなかったことから、愛媛県・伊方町への 

通報連絡を行う「連絡責任者」が初動の判断を誤ったこと、 

    から通報連絡の判断の妥当性を確認する「通報連絡統括監」への情報伝達が遅れ、 

愛媛県・伊方町への通報連絡に時間を要することとなりました。 

 

（２）具体的な改善策 

 

①「通報連絡統括監」への確実な情報伝達の実施 

・今回の事案は、「連絡責任者」が愛媛県・伊方町への通報連絡には至らない

と初動判断を誤ったことが通報遅れの主因であることから、「連絡責任者」

が入手した情報を、迅速かつ的確に「通報連絡統括監」に連携することを徹

底します。 

 

② 現場状況の迅速な確認 

・詳細な現場情報の収集に時間を要したことから、今後は「通報連絡統括 

監」が速やかに現場に直行し、状況を直接確認する運用に変更します。 

 

    ③ 質の高い現場情報の収集・共有 

      ・モバイル映像伝送ツールを活用し、現場状況を画像化、映像化することで、 

質の高い正確な情報を収集し、所内で速やかに情報共有します。 

 

    ④ 所員・協力会社への教育の徹底 

      ・情報公開意識の更なる向上に向け、所員に対し幹部からの訓示を繰り返し行 

うとともに、協力会社との連携を密にし、「えひめ方式」による通報連絡の  

重要性・意義について周知し、その遵守を徹底します。 

      ・また、原子力や労働災害等の関係法令および安全協定について、所員・協力 

会社に対し、改めて周知徹底を図ります。 

 

                             以  上 
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